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1. はじめに

IPCC 第 6次評価報告書 1)には、人為起源による温暖化

は間違いなく、自然変動の範囲を超えた損害が生じてい

ると記述されている。近年、日本においても気候変化や猛

暑の恒常化、豪雨の高頻度化等、自然災害が顕著となって

いる。気象庁の異常気象分析検討会では、極端現象の多く

に地球温暖化が影響した可能性があるとの分析が示され

ており、将来の気候変化を踏まえた対策の必要性がます

ます高まっている。 

亜熱帯から亜寒帯域に属する日本には、多様な気候と

極端現象がみられ、これらは地形の影響を大きく受ける

ため、正確なシミュレーションには高分解能が求められ

る。また、極端現象は発生頻度が低いため、シミュレーシ

ョンの多アンサンブル化は必須である。従って、日本の気

候や極端現象の変化の分析には、日本を網羅する高分解

能領域モデルによる多アンサンブルシミュレーションデ

ータが最適となる。また、南北の気温差が大きい日本を対

象とするには、領域モデルに境界値を与える全球モデル

の精度も重要となる。 

文部科学省気候変動予測先端研究プログラムでは、こ

れまで十分に提供されていなかった、過去・現在・将来に

亘って時間的に連続する気候変動のデータセット作成を

目的に、全球 60kmモデルによる予測実験と、それを境界

として全国を対象とした 20km及び 5kmメッシュの力学的

ダウンスケーリングを実施している。今回の計算では、全

球モデルに大気-海洋相互作用を導入することにより、

d4PDF やそれに基づく全国 5km メッシュアンサンブル気

候予測データを高精度化している。ただし、この実験はメ

ンバー数を必要最低限に抑えた基盤データ作成実験であ

るため、低頻度の極端現象を網羅し、各年代の気候状態の

変化を正確に評価するには、期間を限定してメンバー数

を増強するとともに、非温暖化実験も実施する必要があ

る。これにより d4PDFでは評価できなかった、近未来及び

今世紀末までの各年代における、気候変化シナリオ別の

気候状態や極端現象の頻度や規模の変化の評価等も可能

となる。 

本課題では、1990 年代から 2010 年代の 30年間を対象

とした過去実験、及び 2030 年代から 2050 年代に相当す

る 30年間を対象とした将来予測実験について、アンサン

ブルメンバー増強を行い、気候状態や極端気象を比較し、

適応計画の立案に貢献できるような分析を実施する。本

年度は、全球 60km モデル及び日本域 20km モデルによる

予測実験を先行実施して、来年度以降に実施する日本域

5km力学的ダウンスケーリング実験に備えた。 

2. 実験設定

2.1. 全球モデル

全球モデルは、気象研究所の気候モデル MRI-ESM22)の

大気解像度を 120kmから 60kmに高解像度化したものを使

用し、海水温・塩分濃度・海氷密接度を Incremental 

Analysis Update3)の手法で 10 日（海氷のみ 5日）の緩和

時間スケールで同化する。このモデルを Time Sequential 

Experiments with Coupled model (TSE-C) と呼んでいる。

過去実験の期間（1961–2020）は客観解析データ 4)に同化

した。将来実験期間（2021–2100）においては、CMIP6の代

表的な 6モデルにおける海洋の人為的将来変化（EOF第 1

及び第 2 モードとして抽出することで年々変動を除去し

たもの）に客観解析の年々の内部変動（EOF第 1及び第 2

モードを除去したもの）を加えたものを海洋の予測値と

し、それに同化した。 

2.2. 日本域モデル 

非静力学地域気候モデル(NHRCM5))を用いて、全球モデ

ルの計算結果を境界条件として 20km解像度にダウンスケ

ーリングした計算を実施した (NHRCM20)。さらに NHRCM20

の結果を境界条件として 5km 解像度へとダウンスケーリ

ングした(NHRCM05)。計算領域は図 1に示す。計算期間は、

1990 年から 2019 年までの現在気候と、2030年から 2059

年までの将来気候それぞれ 30 年である。積分は NHRCM20

では各年 7月 20日から翌年 8月末まで、NHRCM05では、
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各年 7 月 24 日から翌年 8 月末までを実施している。

d4PDF5kmDDS6)と比較して、本実験では、NHRCM20の計算領

域を拡大したほか、スペクトルナッジングが動作する最

低高度を低くしナッジングする波長を長くしたことで、

境界データとして用いる全球モデルの気圧の日本域モデ

ル内での再現性を向上させている。NHRCM05では、積雲対

流パラメタリゼーションを調整し、海岸や島での降水の

再現性を向上させている。なお、NHRCM05は計算が完全に

は完了せず、また後処理に時間がかかる都合で結果がま

だ十分解析できていないため、本報告では日本域実験に

ついては NHRCM20の結果を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 日本域モデルの実験領域（外枠が NHRCM20, 中枠が

NHRCM05）。シェードは標高（m）。 

 
3. 全球モデルによる実験結果 

図 2は全球 60kmモデルにおける年平均地上気温を日本

域で平均したもので、上が 6メンバー、下が 24メンバー

を使用したものである。いずれのメンバーでも黒太線の

観測の変動、特に長周期の変動を再現できている。2021年

以降の将来予測期間においては結果にばらつきが見られ

るが、その幅は 21世紀中盤にかけて観測の年々変動幅と

ほぼ同等となっている。ただし 6 メンバーの結果からは

そのばらつきの大きさにも年々の変動が見られる一方で、

メンバー数を 24に増やした結果ではばらつきの大きさが

一定に近づいている。このばらつきの大きさが将来変化

の不確実性に対応することから、多アンサンブル化が予

測の信頼性の向上に寄与することが分かる。 

 

4. 日本域モデルによる実験結果 

NHRCM20では、現在気候と将来気候を比較すると、日本

の陸上平均で 1.4 度昇温していた（図 3）。同期間に、年

間降水量は 18 アンサンブル平均で+0.4%とほとんど変化

しなかった。一方で、年最大日降水量は 4%増加している

ことが分かった。 

冬季の気圧や風、降水量の変化を図 4に示す。冬季は海

陸の温度上昇の差により西高東低が弱まる予測となって

いる。その結果、本州の日本海側では降水が減少し、太平

洋側では降水が増加する予測となった。陸上平均での変

化は 2％の増加だった。各アンサンブルの結果を図 5に示

す。多くのアンサンブルにおいて太平洋で気圧が高くな

る傾向が見え、西高東低が弱まり、日本海沿岸地域で降水

減少するメンバーも多い。しかし、メンバーによっては太 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 全球モデル実験における、日本域（128°-147°E,30°-47°N）
平均の年平均地上気温の時系列（単位は℃）。1996–2014 年平

均の値を 0 としている。太線が全球モデルによる結果で、上

が 6メンバー、下が 24メンバーを使用したもの。細線が CMIP6

各モデルによる結果を表している。黒太線は都市化の影響が

小さい 15地点の測候所データの平均値。 

 

現在気候（1990-2019） 将来変化（2030-2059） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 日本域モデル（解像度 20km）における、現在気候(1990–

2019)(左列)の気温(上)、年間降水量(中)、年最大日降水量

(下)とその将来気候(2030–2059)との差(右列)。 
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平洋での気圧の高まりがみられず、日本海沿岸部での降

水減少や太平洋側での降水増加のないメンバーもあった。

一方で、どのメンバーも共通して、北海道の北のオホーツ

ク海では低圧化が進み、北海道周辺では西風が強まる傾

向がみられる。これは温暖化による海氷減少がどのメン

バーでも一致するため、海氷減少による周囲より大きい

温暖化が気圧の低下を引き起こしていることを示してい

る。 

 

現在気候（1990-2019）  将来変化（2030-2059） 

 
 
 
 

 
 

 
図 4 現在気候(左)の冬季積算降水量(シェード)、気圧(コン

ター)、風(ベクトル)とその将来気候との差(右)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 各アンサンブルメンバーの冬季積算降水量(シェード)、

気圧(コンター)、風(ベクトル)の将来気候と現在気候の差。 

 
夏季の気圧や風、降水量の変化を図 6に示す。夏季の陸

上平均した降水量の変化は 1%未満と小さいが、変化の地

域的な特徴として、九州西部での降水増加や本州での降

水減少がみられる。各アンサンブルの結果を図 7に示す。

多くのメンバーでは沖縄周辺で気圧が高くなり、九州付

近への南西風の流れ込みが強化する傾向があり、その結

果降水が増加している。一方で、本州付近の降水域の変化

はアンサンブルメンバー間のばらつきが大きい。既存の

研究でも梅雨前線の降水はメンバー間のばらつきが大き

いことが指摘されており、本実験でも夏季降水量はメン

バー間の違いが大きいという結果が表れている。 

 

5. まとめ 

本課題では、これまで十分に提供されていなかった、過

去・現在・将来に亘って時間的に連続する気候変動のデー

タセット作成を目的に、文部科学省気候変動予測先端研

究プログラムで開発した気候予測モデルによる基盤実験

を補強してデータセットの利用価値を高める実験を実施

した。全球 60km 及び日本域 20km モデルによる計算を実

施した結果、アンサンブルメンバーの増強により、予測結

果の多様性を確保しつつ、気候の時間連続的変化におけ

るばらつきの度合いが安定化するなど、データセット全

体の包括性や一貫性が高まることを確認することができ

た。今後は、非温暖化実験や多様な将来変化シナリオに対

応するなどして、データセットの更なる充実化を図り、デ

ータセットに表現される気候変動の性質やその要因を明

らかにしていく予定である。 

 

現在気候（1990-2019）  将来変化（2030-2059） 
 
 
 
 
 
 

 
図 6 現在気候(左)の夏季積算降水量(シェード)、気圧(コン

ター)、風(ベクトル)とその将来気候との差(右)。 

 
 
 
 
 
 
 

 
図 7 各アンサンブルメンバーの夏季積算降水量(シェード)、

気圧(コンター)、風(ベクトル)の将来気候と現在気候の差。 
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